
９～14　消費税、酒税以外の間接税各表

９～14　消費税、酒税以外の間接税各表

統計表を見る方のために

１　 利用上の注意

　　 この章は、平成14年4月1日から平成15年3月31日までの、消費税、酒税以外の間接税の申告又は処理による課税事績を掲げた。

　 　ただし、印紙税については上記期間における現金納付に係る分を掲げた。

２　 消費税、酒税以外の間接税の概要

（１）　 「９　たばこ税及びたばこ特別税」

　　　 たばこ税及びたばこ特別税は、紙巻たばこ等の製造たばこに対して課税される。

　　　 たばこ税及びたばこ特別税の税率は、次のとおりである。

（ 種 類 ） （ た ば こ 税 ） （たばこ特別税）

イ　 喫煙用の製造たばこ

1,000本につき　2,716円 1,000本につき　820円

　　　・第1種（紙巻たばこ）

　　　・第2種（パイプたばこ）

　　　・第3種（葉巻たばこ）

　　　・第4種（刻みたばこ）

ロ　 かみ用の製造たばこ

ハ　 かぎ用の製造たばこ

ニ　 紙巻たばこ旧3級品 ・・・・・・ 1,000本につき　1,289円 ・・・・・1,000本につき　389円

（２）　 「10　揮発油税及び地方道路税」

　　　 揮発油税及び地方道路税は、揮発油に対して課税される。

　　　 揮発油税及び地方道路税の税率は、揮発油1ｋｌにつき次の金額である。

揮発油税 ・ 48,600円・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

地方道路税 ・ 5,200円・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

計 ・ 53,800円・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（３）　 「11　航空機燃料税」

　　　 航空機燃料税は、航空機に積み込まれる航空機燃料に対して課税される。

　　　 航空機燃料税の税率は、航空機燃料1ｋｌにつき26,000円である。

ただし、沖縄路線航空機 1ｋｌにつき　13,000円・・・・・・・・・・・・

特定離島路線航空機 ・ 1ｋｌにつき　19,500円・・・・・・・

（４）　 「12　石油ガス税」

　　　 石油ガス税は、自動車用の石油ガス容器に充てんされている石油ガスに対して課税される。

　　　 石油ガス税の税率は、課税石油ガス1kgにつき17円50銭である。
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９～14　消費税、酒税以外の間接税各表

（５）　 「13　印紙税」

　　　 印紙税は、流通取引に関連して作成される文書に対して課税される。

　　　 印紙税の税率は、次のとおりである（一般的な契約書、証書等のうち主なものについて掲げた。）。

　　イ　 不動産の譲渡契約書、消費貸借契約書、運送契約書

　　　　　　契約金額により　200円～60万円（契約金額1万円未満は非課税）

　　　　 不動産の譲渡契約書で契約金額が1,000万円を超えるものについては税率が軽減されている。

　　ロ　 請負契約書

　　　　　　契約金額により　200円～60万円（契約金額1万円未満は非課税）

　　　　  建設工事に係る請負契約書で契約金額が1,000万円を超えるものについては税率が軽減されている。

　　ハ　 約束手形、為替手形

　　　　　　手形金額により　200円～20万円（手形金額10万円未満は非課税）

　　ニ　 株券、出資証券、社債券、受益証券

　　　　　　券面金額により　200円～2万円

　　ホ　 預貯金証書、保険証券、信用状等

　　　　　　1通につき　200円

　　へ　 配当金領収証、配当金振込通知書

　　　　　　配当金額3,000円以上の場合　200円（配当金額3,000円未満は非課税）

　　ト　  売上代金に係る金銭、有価証券の受取書

　　　　　　受取金額により　200円～20万円（受取金額3万円未満は非課税）

　　チ　 預貯金通帳、信託通帳、保険料通帳

　　　　　　1冊1年につき　200円

　　リ　 判取帳

　　　　　　1冊1年につき　4,000円

（６）　 「14　電源開発促進税」

　　　 電源開発促進税は、一般電気事業者の販売電気の電力量に対して課税される。

　　　 電源開発促進税の税率は、販売電気千kw時につき　445円である。

（参考）

「石油税」

石油税は、原油の採取場から移出する原油又はガス状炭化水素及び保税地域から引き取る原油、石油製品並びにガス状

 炭化水素に対して課税される。

石油税の税率は、原油及び輸入石油製品は1klにつき 2,040円、輸入液化石油ガスは1tにつき 670円、国産天然ガス

 及び輸入天然ガスは1tにつき　720円である。
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９　たばこ税及びたばこ特別税

９　たばこ税及びたばこ特別税

（１）　 課税状況

区 分 課 税 標 準 数 量 税 額

千本 千円

紙 巻 た ば こ 8,148,566 28,371,797

パ イ プ た ば こ 155 548

葉 巻 た ば こ 790 2,793

刻 み た ば こ 20 70

か み 用 の 製 造 た ば こ － －

か ぎ 用 の 製 造 た ば こ － －

税 額 計 － 28,375,209

手 持 品 課 税 額 － －

合 計 税 額 － 28,375,209

控 除 税 額 － 163,444

差 引 税 額 － 28,211,763

加 算 税
過 少 申 告 － －

無 申 告 － －

課 税 人 員 47 人

還 付 金 額 66,174 千円

納 期 限 延 長 税 額 － 千円

調査期間等：  平成14年4月1日から平成15年3月31日までの間の申告又は処理による課税事績である。

（注）　 税関分は含まない。

（２）　 製造場数

区 分 場 数

場

製
造
場

製 造 た ば こ 製 造 場 3

原 料 事 務 所 2

そ の 他 －

法 定 製 造 場 14

合 計 19

調査時点：  平成15年3月31日
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９　たばこ税及びたばこ特別税

（３）　 免除状況

区 分 未 納 税 輸 出 免 税 そ の 他 合 計

紙 巻 た ば こ 千本 千本 千本 千本

本 則 税 率 20,468,912 4,616 － 20,473,528

暫 定 税 率 2,168 － － 2,168

小　　　　　　計 20,471,080 4,616 － 20,475,696

パ イ プ た ば こ 61 － － 61

葉 巻 た ば こ 125 － － 125

刻 み た ば こ 3 － － 3

かみ用の製造たばこ － － － －

かぎ用の製造たばこ － － － －

合 計 20,471,269 4,616 － 20,475,884

人 員 59 人 87 人 － 人 146 人

（資料）　 たばこ税免除高集計表

調査期間等：  平成14年4月1日から平成15年3月31日までの間に免除の申請又は処理をしたものである。

（注）　 税関分は含まない。
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10　揮発油税及び地方道路税

10　揮発油税及び地方道路税

（１）　 課税状況

区 分 数 量 税 額

kl 千円

移 出 数 量 2,711,102 －

欠 減 控 除 数 量 36,600 －

場 内 消 費 数 量 － －

用 途 外 使 用 等 数 量 － －

計 2,674,503 143,888,242

控 除 税 額 － 1,523

差 引 計 － 143,886,716

加 算 税
過 少 申 告 － －

無 申 告 － －

合 計 － 143,886,716

課 税 人 員 53 人

還 付 金 額 － 千円

納 期 限 延 長 税 額 22,708,428 千円

調査期間等：  平成14年4月1日から平成15年3月31日までの間の申告又は処理による課税事績である。

（注）　 税関分は含まない。

（２）　 課税状況の累年比較

区 分 移出数量
欠 減
控除数量

場 内
消費数量

用途外使
用等数量

計
課税人員

数 量 税 額

kl kl kl kl kl 千円 人

平 成 10 年 度 2,170,496 29,301 － － 2,141,195 115,196,336 49

11 2,399,172 32,390 98 － 2,366,880 127,338,207 45

12 2,430,922 32,816 － － 2,398,106 129,018,063 36

13 2,623,272 35,414 － － 2,587,858 139,226,778 43

14 2,711,102 36,600 － － 2,674,503 143,888,242 53

（注）　 この表は、「（１）課税状況」を累年比較したものである。
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10　揮発油税及び地方道路税

（３）　 関係場数

区 分 場 数

場

製
　
造
　
場

製 油 所 3

天 然 揮 発 油 製 造 場 －

廃 油 再 製 工 場 －

そ の 他 4

化
学
工
場

石
　
　
油

ガ ス 工 場 －

特定石油化学製品製造場 4

そ の 他 1

未 納 税 蔵 置 場 4

特 定 石 油 化 学 製 品 蔵 置 場 5

航 空 用 揮 3

免

税

揮

発

油

使

用

場

発 電 等 用 揮 －

ゴ ム 用 揮 3

塗 料 用 揮 1

ノ ル マ ル パ ラ フ ィ ン 用 揮 －

印 刷 用 イ ン キ 用 揮 3

接 着 剤 用 揮 －

洗 浄 剤 用 揮 －

洗 浄 用 又 は 離 型 用 揮 －

特 定 石 油 化 学 製 品 使 用 場 67

駐 留 軍等用免税使用場指定店舗 －

外 国 公 館 等 用 指 定 給 油 所 8

合 計 106

調査時点：  平成15年3月31日
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11　航空機燃料税

（１）　 課税状況

調査期間等：  平成14年4月1日から平成15年3月31日までの間の申告又は処理による課税事績である。

（２）　関係場数

調査時点：  平成15年3月31日

区 分

区 分 数 量 税 額

kl

控 除 税 額 － 24

無 申 告

－

－ 2,611,214

千円

積 込 数 量 及 び 税 額 100,432 2,611,226

差 引 計 － 2,611,188

加 算 税

過 少 申 告 － －

－

－ 26

合 計 56

12

23

11　航　空　機　燃　料　税

そ
の
他

特 例 承 認 に 係 る も の

定期運送事業者に係るもの

そ の 他 の も の 21

納 税 地 数

場

合 計

重
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12　石油ガス税

（１）　 課税状況

調査期間等：  平成14年4月1日から平成15年3月31日までの間の申告又は処理による課税事績である。

（注）　 税関分は含まない。

（２）　 関係場数

調査時点：  平成15年3月31日

40,912 715,952

区 分 重 量 税 額

ｔ

3,758

控 除 税 額

加 算 税

合 計

過 少 申 告

243

差 引 計 － 715,627

55

12　石　油　ガ　ス　税

715,682

－ －

無 申 告

40,912

－

－

千円

移 出 重 量

区 分 場 数

人

還 付 金 額 千円

課 税 人 員

千円納 期 限 延 長 税 額

1,755

－

場

150

－

117

合 計

23

10

－

営 業 用 ス タ ン ド

自 家 用 ス タ ン ド

脱 着 式 容 器 充 て ん 場

そ の 他

免税課税
石 油 ガ ス
使 用 場

原 料 用

熱 源 用 －

- 147 -



13　印　紙　税

13　印　　紙　　税

（１）　 課税状況

区 分 税 額 納 税 人 員

千円 人

税 印 押 な つ （第 9条関係） 1,598 27

印紙税納付計器の使用によるもの （第10条関係） 234,832 328

書 式 表 示 （第11条関係） 1,866,102 2,980

預金通帳の一定時納付によるもの （第12条関係） 1,842,035 28

計 3,944,566 3,363

充 当 税 額 4,687 －

差 引 計 3,939,880 －

加 算 税

過 少 申 告 － －

無 申 告 39 －

重 － －

過 怠 税 209,035 906

還 付 金 額 26,749 －

印 紙 税
納 付 計 器

設 置 者 数 103 人

設 置 台 数 129 台

調査期間等：  平成14年4月1日から平成15年3月31日までの間の現金納付による印紙税の課税事績を示したものである。

（注） 印紙税は、原則として証書や通帳等に相当額の印紙をちょう付して納税することになっているが、株券、債権等のように一時に

多数の課税物件を作成する場合等においては、印紙ちょう付による手数を省くため例外的に相当額を現金で納付することを認め

ている。この場合、①課税物件に政府の定める書式による表示をするのを書式表示といい、②税印の押なつを受けることを税印

　　　押なつという。

（２）　 課税状況の累年比較

区 分 税印押なつ
印紙税納付
計器の使用
に よ る も の

書 式 表 示
預金通帳の
一定時納付
に よ る も の

合 計 納 税 人 員

千円 千円 千円 千円 千円 人

平成10年度 2,620 272,766 1,607,217 1,819,513 3,702,116 3,625

11 1,508 276,850 1,674,852 1,835,623 3,788,833 3,518

12 1,278 268,630 1,835,171 1,840,463 3,945,542 3,554

13 1,370 255,846 1,868,526 1,848,167 3,973,905 3,385

14 1,598 234,832 1,866,102 1,842,035 3,944,566 3,363

（注）　 この表は、「（１）課税状況」を累年比較したものである。
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14　電源開発促進税

課税状況

調査時期等：  平成14年4月1日から平成15年3月31日までの間の申告又は処理による課税事績である。

課 税 人 員 12

14　電 源 開 発 促 進 税

合 計 － 11,702,998

169,530 －

82,194

－

販
売
電
気
の
電
力
量

従量料金制の供給販売電気

計

加 算 税

過 少 申 告

重

定額料金制の供給販売電気

計 量 自 家 使 用 販売 電気

推 計 自 家 使用 販売 電気

人

区 分 数 量 税 額

千円千ｋＷ時

－

26,298,873

－ －

11,702,998

無 申 告

26,030,422

－

－ －

－

16,728 －
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	説明

